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１．はじめに

　近年、業績連動報酬、特に株式報酬の導入が増

加している。様々な報酬制度の導入が増加してい

る一方で、会計処理については、会計基準等で会

計処理が明らかに規定されていないものも多い。

本稿では、業績連動報酬制度の会計の基本的な考

え方、各報酬制度に対して現状行われている会計

実務の概要等について解説する。なお、文中、意

見に関する部分は、筆者の個人的見解であること

を申し添える。

２．�業績連動報酬に係る会計処理の基
本的な考え方

⑴　業績連動報酬の定義
　業績連動型報酬とは、売上や利益、各種経営指

標や株価などと連動して支給額が決定される報酬

である。企業内容等の開示に関する内閣府令では、

業績連動報酬とは、「利益の状況を示す指標、株

式の市場価格の状況を示す指標その他の提出会社

又は当該提出会社の関係会社の業績を示す指標を

基礎として算定される報酬等」とされている（第

２号様式記載上の注意（57））。
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